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知立市工事施行に関する事務取扱要領 
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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要領は、別に定めるもののほか、知立市の工事の施行に関する事務の取

扱いについて、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 設計金額 消費税及び地方消費税相当額を含んだものをいう。 

(2) 契約金額 消費税及び地方消費税相当額を含んだものをいう。 

(3) 工事 建設工事及び委託業務（設計、測量、調査、補償、監理）をいう。 

(4) 契約担当者 知立市契約規則（昭和６０年知立市規則第８号。以下｢契約規

則」という。）第３条第１号に規定する者をいう。 

(5) 契約者 契約規則第３条第２号に規定する者をいう。 

(6) 工事担当課長 工事の施行を担当する各課等の長をいう。 

(7) 単価契約 発注する数量が予測し難い場合に、予定数量を設定し、それに基

づいて入札又は見積により単位当たりの契約金額を決定して契約するものをい

う。 

（工事発注見通しの公表） 

第３条 契約担当者は、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成

１２年法律第１２７号。以下「入札･契約適正化法」という。）第７条及び同法施

行令（平成１３年政令第３４号）第５条の規定により、予定価格が２５０万円を

超える工事について、次の事項を公表するものとする。なお、公表は、契約事務

を担当する課にて、毎年度、予算成立の日以後遅滞なく行うものとする。 

(1) 工事名、路線等の名称、工事場所、工期、工種及び工事概要 

(2) 入札及び契約の方法 

(3) 入札及び契約の時期 

（工事の設計依頼） 

第４条 各課等の長は、工事の設計依頼をしようとするときは工事設計依頼書に必要

な説明資料を添え、工事担当課長に提出しなければならない。 

 

第２章 設計図書の作成 

（設計図書の作成） 



第５条 工事担当課長は、工事を施行しようとするときは工事設計書を作成するもの

とする。ただし、設計金額が１３０万円以下の建設工事及び設計金額が５０万円

以下の委託業務（以下「小額工事」という。）については、知立市小額工事事務取

扱要領（以下「小額要領」という。）によるものとする。 

（工事施行伺） 

第６条 工事担当課長は、前条の規程により工事を施行するときは、工事設計書を添

えて、知立市決裁規程（以下「決裁規程」という。）に基づき決裁を受けなければ

ならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、既に単価契約が締結されている工事（以下「単価契約

工事」という。）にあっては、単価契約工事施行伺いに契約金額や工事内容が明示

された書類を添えて、決裁規程に基づき決裁を受け、単価契約工事発注書により

発注するものとする。 

 

第３章 契約の締結 

（指名業者選定基準） 

第７条 次に掲げる事項を勘案して指名する業者の選定を行うものとする。 

(1) 格付及び発注基準 

(2) 過年度工事の工事成績評定点（別に定める方法による。） 

(3) 事業の実績 

(4) 技術者、機械設備の状況 

(5) 手持工事の状況 

(6) 当該工事の施行に適した地理的条件の適否 

(7) 社会的、経済的信用度及び能力 

２ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に規定する

者及び前年度又は当該年度において、同条第２項各号のいずれかに該当すること

になった者のうち、情状が特に悪質と認められる者及び贈賄等の不正行為のあっ

た者は、一定の期間指名する業者に選定しないものとする。 

３ 工事成績評定点のない業者を選定する場合は、特に第１項第３号から第７号まで

の要件について十分調査のうえ選定するものとする。 

４ 契約規則第５条第３項に規定する名簿に登録された者以外は、次の各号に掲げる

ものを除き当該年度の工事の競争入札に参加することはできない。 

(1) 国又は県等他事業の関連工事に関するもの 

(2) 特別又は特殊工事に関するもの 



（指名業者選定調書の作成） 

第８条 工事担当課長は、指名業者選定基準に基づき指名業者選定調書を作成するも

のとする。 

２ 前項の指名業者選定調書は原則として、別表第１に掲げる基準に基づき作成する

ものとする。ただし、工事の種別その他において、この基準表により難いときは、

この限りでない。 

（入札者等の決定） 

第９条 指名競争入札の入札者又は随意契約における見積者の決定は、工事担当課長

の業者選定案に基づき知立市指名審査委員会（知立市指名審査委員会設置要綱に

よる）で審議し、決定する。ただし、小額工事にあっては、小額要領によるもの

とする。 

第９条の２ 電子入札における入札者の決定は、知立市電子入札取扱要領に基づき行

うものとする。 

第９条の３ 一般競争入札における入札者の決定は、知立市建設工事一般競争入札実

施要綱に基づき行うものとする。 

（指名等の通知） 

第１０条 指名競争入札の通知は、「指名競争入札について（通知）」により、随意契

約の見積書の通知は「見積書の徴収について（通知）」により、契約担当者が行う

ものとする。 

（指名等の公表） 

第１１条 前条の規定により指名競争入札又は随意契約の見積書徴収の通知をしたと

きは、知立市入札等の案件及び結果の公表に関する取扱要領により、速やかに公

表するものとする。 

（入札の辞退） 

第１２条 入札執行前に入札辞退者があったときは、入札参加者の追加指名は行わな

いものとする。この場合、当該辞退者から辞退届を徴するものとする。 

（予定価格書） 

第１３条 予定価格決定者は、契約規則第１３条の規定に基づき、予定価格を決定し、

私印を予定価格書の所要箇所に押印し、封かんするものとする。ただし、予定価

格を事前公表するもの（低入札調査基準価格及び失格基準価格または最低制限価

格を設ける場合を除く）は、封かんの必要はないものとする。 

２ 契約規則第２６条ただし書の規定により設計金額を予定価格とみなすときは、第

１項の規定にかかわらず、予定価格書の作成を省略できるものとする。 



３ 契約担当者は、予定価格書を開札の時刻まで保管するものとする。 

（入札の執行、公開等） 

第１４条 入札は、知立市入札者心得書に基づいて行うものとし、入札執行場所の見

やすいところに知立市入札者心得書を掲示するものとする。 

２ 入札参加者は入札に当たっては、入札書に積算内訳書を添えて、契約担当者に提

出するものとする。 

３ 入札の経過は、入札執行調書により記録するものとする。 

４ 見積書の徴収においても、前項に準じて記録するものとする。 

５ 電子入札の執行については、知立市電子入札取扱要領に基づき行うものとする。 

第１４条の２ 入札の公開は、知立市入札会場の公開に関する取扱要領に基づき行う

ものとする。 

（入札の経過及び結果の公表） 

第１５条 入札・契約適正化法が適用される工事の経過及び結果については、同法第

８条第１号及び同法施行令第７条第２項の規定により、入札事務の整理後、速や

かに次により公表するものとする。ただし、地方自治法施行令第１６７条の２第

１項第１号の規定により、随意契約としたものを除く。 

(1) 公表する事項は次のとおりとする。 

ア 一般競争入札における一般競争入札参加申請書の提出者、入札参加資格がな

いと認めたもの及びその理由 

イ 公募型指名競争入札における指名業者、非指名業者、非指名理由及び入札参

加希望者の評価 

ウ 指名競争入札における指名業者及び指名理由 

エ 入札の経過及び結果 

オ 低入札価格調査制度による調査の結果、最低の価格をもって申込みをしたも

のを落札者とせず他の者のうち最低の価格をもって申込みをした者を落札者と

した場合におけるその者を落札者とした理由 

(2) 随意契約における工事の見積書の徴収においては、随意契約理由、見積者、

見積りの経過及び結果を公表するものとする 

(3) 公表の期間は、前２号に規定する事項を公表した日の属する年度の末日から

５年間とする。 

２ 入札・契約適正化法が適用されない工事においては、入札事務の整理後、速やか

に次により公表するものとする。 

(1) 公表の内容は、第１１条に定める事項のほか、入札経過を含めた全入札者名



及び入札書記載金額とする。 

(2) 随意契約における工事の見積書の徴収においては、見積者、見積りの経過及

び結果を公表するものとする。 

(3) 公表は、入札執行調書又は見積執行調書によるものとする。 

(4) 入札不調の場合は、入札執行調書に「不調」と表示し、入札経過の金額は公

表しないものとする。 

(5) 公表する場所は、契約事務を担当する課とする。 

(6) 公表の期間は、前項第３号によるものとする。 

（入札により契約できないときの随意契約） 

第１６条 競争入札に付し入札者がないとき、若しくは再度の入札に付し入札者がな

いとき、又は落札者が契約を締結しないときで、随意契約する場合の契約方法及

び見積書の徴収については、別に定めるところによる。 

（契約の締結） 

第１７条 契約は、支出負担行為決議書により決議した後、速やかに契約書又は請書

により締結するものとする。ただし、１件１０万円を超えない契約については省

略することができる。 

２ 契約を締結しようとする工事が建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律

（平成１２年法律第１０４号）の対象工事となる場合は、分別解体等の方法・解

体工事に要する費用等に関する説明書、分別解体等の計画等及び工程表等を契約

担当者に提出させるものとする。 

３ 契約担当者は、前項により契約を締結したとき、入札・契約適正化法第８条第２

号及び同法施行令第７条第２項の規定により、次の事項を公表するものとする。 

(1) 契約者の住所及び名称 

(2) 工事名、路線等の名称、工事場所、工種及び工事概要 

(3) 工期 

(4) 契約金額 

４ 建設工事にあっては、仲裁合意書により、紛争の解決を建設業法（昭和２４年法

律第１００号）による建設工事紛争審査会に委ねる旨の仲裁合意書を契約者と締

結することができるものとする。 

 

第４章 工事の施行 

（監督員の任命） 

第１８条 工事の監督員は、契約担当者が工事ごとに知立市の職員を任命するものと



する。ただし、設計、監理、調査及び測量業務等については、契約担当者がその

必要がないと認めるときは、監督員を置かないことができるものとする。 

２ 前項により監督員を任命したときは、監督員の氏名及びその他必要な事項を監督

員通知書により、契約者へ通知するものとする。なお、監督員を変更したときは、

監督員変更通知書によるものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、単価契約工事にあっては、単価契約工事施行伺いに

より任命し、単価契約工事発注書により契約者に通知するものとする。 

（監督の方法） 

第１９条 監督は、知立市工事等監督要領（以下「監督要領」という。）に基づいて

行うものとする。 

第２０条 削除 

（工程表） 

第２１条 工程表は、契約締結後５日以内に契約担当者に提出させるものとする。 

２ 前項によって提出された工程表は、その内容を審査し不適当と認めるときは、契

約者と調整を行うものとする。 

（現場代理人及び主任技術者等） 

第２２条 現場代理人、主任技術者、監理技術者、監理技術者補佐及び専門技術者の

通知は、現場代理人等通知書により契約締結後５日以内に契約担当者に提出させ

るものとする。 

（施工計画書） 

第２３条 次の各号のいずれかに該当する場合、施工計画書を工事着手前に契約担当

者に提出させるものとする。ただし、市長が特に認めるときはこの限りでない。 

(1) 土木工事、建築工事、水道工事及び設備（電機、空調、給排水、衛生）工事

等において契約金額が５００万円以上のもの。 

(2) その他監督員が必要と認めるとき。 

（使用材料） 

第２４条 契約者は、建設工事に使用する材料のうち主要なものについて設計図書に

基づき、その品質を証する書面を監督員に提出しなければならない。ただし、設

計金額が１３０万円以下の場合は、当該品質を証する書面に代えて、使用材料一

覧を提出することができる。 

（施工体制台帳） 

第２５条 契約者は、入札･契約適正化法に基づき、建設工事において下請負契約を

締結するときは、施工体制台帳を作成し監督員に提出しなければならない。 



（契約期間の延長･････契約者の請求による場合） 

第２６条 契約者が、天災その他契約者の責に帰することができない理由により契約

期間の延長を請求しようとする場合は、契約期間延長請求書により、契約担当者

に提出させるものとする。 

２ 契約担当者は、契約期間変更協議書により契約者と協議し、当該請求を承認する

とき又は当該請求された延長日数を短縮して承認しようとするときは、契約期間

変更承諾書を、当該請求を承認しないときは、契約期間不変更承諾書を契約者か

ら徴するものとする。 

（契約期間の延長及び短縮･････市の請求による場合） 

第２７条 工事の施行上、契約期間の延長又は短縮の必要があるときは、契約担当者

は、契約期間延長（短縮）協議書により契約者と協議し、契約者から契約期間変

更承諾書を徴するものとする。 

（契約内容の変更） 

第２８条 工事担当課長は、第５条の規定により作成した工事設計書に基づく工事の

内容を変更するときは、知立市設計変更事務取扱要領（以下「設計変更要領」と

いう。）に基づき、変更契約書又は変更請書により変更契約を締結するものとする。 

２ 契約金額の変更を伴う契約の変更をしたときは、公共工事の入札及び契約の適正

化の促進に関する法律施行令第７条第３項により次の事項を公表するものとする。

なお、公表は工事を担当する課での閲覧とする。 

(1) 工事名、路線等の名称、工事場所、工種及び工事概要 

(2) 工期 

(3) 契約金額 

(4) 変更の理由 

（履行遅滞の損害金） 

第２９条 契約者の責に帰する理由により契約期間内に工事を完成することができな

いときは、その理由を明示した契約期間内未完了申出書を契約担当者に提出させ

るものとする。 

２ 前項の場合において、契約期間経過後相当期間内に完了する見込みがあると認め

られるときは、継続施工承諾書により契約者に通知するとともに契約規則第３４

条により損害金を納めさせなければならない。ただし、契約期間経過後相当期間

内に完了する見込みがあると認められないときは、契約を解除するものとする。 

３ 前項に基づく継続施工承諾書により契約者に通知した場合は、履行確認後、遅延

日数に応じて、未履行部分相当額に対し、契約約款に記載された割合により違約



金を徴収するものとする。 

４ 第１項の場合において、契約担当者の責めに帰すべき事由により契約者に損害を

及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。 

（未履行部分の相当額） 

第３０条 損害金徴収のときにおける未履行部分相当額とは、契約金額から期間延長

前の履行期日において検査した出来形に相当する額を差し引いた額とする。 

（建設工事の下請負） 

第３１条 契約者が請け負った建設工事の一部を下請させようとするときは、工事下

請負届を契約担当者に提出させるものとする。ただし、市長が特に必要ないと認

めた場合は、工事下請負届の提出を要しないものとする。 

（測量、調査、設計及び監理の再委託） 

第３２条 契約者が委託された測量、調査、設計及び監理の主たる部分及び軽微な部

分を除く一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、業務再委託

承諾申出書に業務再委託先一覧を添えて、契約担当者に提出させるものとする。 

２ 前項の申出書の提出があったとき、申出を承諾するときは業務再委託承諾通知書

により、承諾しないときは業務再委託非承諾通知書により、契約者に通知するも

のとする。 

（工事の一時中止） 

第３３条 工事の一時中止をする必要があるときは、その時点において知立市工事検

査要領（以下「検査要領」という。）に定める出来形検査調書を作成しておくもの

とする。 

２ 契約担当者は、工事を一時中止するときは、監督要領に定める工事中止決定通知

書により契約者に通知するものとする。 

（契約の解除） 

第３４条 契約担当者は、契約を解除する必要があると認めるときは、契約解除通知

書により契約者に通知するとともに、前払保証が付されている場合は保証事業会

社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２

条第４項に規定する保証事業会社をいう。）に、請負契約解除通知書により通知す

るものとする。 

 なお、契約保証が付されている場合は、知立市工事請負契約保証事務取扱要領

により、取り扱うものとする。 

２ 契約解除に伴う精算は、出来形検査のうえ契約解除に伴う精算方法により精算額

を確定し、契約解除精算通知書により契約者に通知するものとする。 



（違約金の徴収） 

第３５条 契約担当者が契約約款に規定する発注者の解除権を行使することによって

工事目的物の完成前にこの契約を解除するときは、契約金額の１０分の 1 に相当

する額の違約金を徴収するものとする。ただし、契約保証金の納付又はこれに代

わる担保の提供が行われているときは、契約保証金又は担保をもって違約金に充

当することができるものとする。 

（権利義務の譲渡等） 

第３６条 権利義務の譲渡又は承継の申出は、工事譲渡（承継）承諾申出書により、

契約担当者に提出させるものとする。 

２ 前項の申出を承諾するときは、工事譲渡（承継）承諾（否認）通知書により、契

約者及び譲渡（承継）人に通知するものとする。 

（名称変更等の届出） 

第３７条 契約者の名称又は組織若しくは住所の変更があった場合は、２週間以内に

契約担当者に名称等変更届を提出させるものとする。 

（部分使用） 

第３８条 工事目的物の引渡し前において、出来形部分の一部又は全部を使用する必

要があるときは、出来形検査のうえ部分使用協議書により、契約者と協議して、

部分使用同意書を徴収し、部分使用通知書により契約者に通知するものとする。 

（部分引渡し） 

第３９条 工事の完成に先だって、工事目的物の一部で完了部分の引渡しを受ける必

要があるときは、次により処理するものとする。 

(1) 契約担当者は、部分引渡し協議書により契約者と協議し、部分引渡し承諾書

を徴するものとする。 

(2) 承諾書徴収後の事務手続きは、全部完了の手続きを準用し、関係書類には一

部完了である旨明記するものとする。 

(3) 部分引渡しに伴う請負代金の支払いは、一部完了部分に対する請負代金相当

額を支払うものとする。 

（損害賠償） 

第４０条 契約担当者は、工事の中止、契約の解除、部分使用その他の理由により、

契約者から損害賠償の請求があったときは、意見を付して市長に報告し、その指

示を受けるものとする。 

 

第５章 工事の完了 



（工事の完了届） 

第４１条 工事が完了したときは、完了届を直ちに契約担当者に提出させるものとす

る。 

（工事の検査） 

第４２条 検査員の任命、検査の時期・依頼・方法・報告、修補補正の命令・確認及

び検査結果の通知については、検査要領に基づき行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、単価契約工事にあっては、単価契約工事施行伺いによ

り任命し、完了検査後は検査結果を契約者へ口頭により通知するものとする。 

 

第６章 契約代金の支払 

（前金払） 

第４３条 前払金及び中間前払金の支払は、知立市公共工事に要する経費の前金払取

扱要領の規定に基づき支払うものとする。 

（部分払） 

第４４条 部分払は、契約約款の規定に基づき行うものとする。部分払における出来

形検査の申出は、検査要領に定める出来形検査申出書により、契約担当者に提出

させるものとする。 

２ 前項の部分払における出来形検査は、検査要領により行うものとする。 

３ 部分払の支払いは、部分払請求書と出来形検査調書の写しにより請求書を受理し

た日から１４日以内に支払うものとする。 

（部分払をする場合の前払金の精算方法） 

第４５条 前払金をしたときにおける部分払の額は、部分払をしようとする額から前

払金の額に出来高の割合を乗じて得た額を差し引いた額とする。 

（精算払） 

第４６条 契約代金の支払は、請求書と完了検査調書（写）により、請求書を受理し

た日から４０日（設計、監理、測量及び工事用物件の購入にあっては３０日）以

内に支払うものとする。 

（様式） 

第４７条 この要領に定めのある様式については、別に定めるものとする。 

 

第７章 雑則 

（工事台帳） 

第４８条 工事担当課長は、工事台帳を作成し、工事の施行経過を明らかにするもの



とする。 

（公安委員会の意見聴取） 

第４９条 工事担当課長は、道路において次の各号のいずれかに該当する工事を行お

うとするときは、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第９５条の２第１項の規

定に基づく道路工事等協議を公安委員会と行い、意見を聴取するものとする。 

(1) 区画線を設置すること（道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第

１項第１６号に規定するもの）。 

(2) 横断歩道橋を設置すること。 

(3) 交差部分の改築をすること。 

(4) 交差付近部分の突角の切取り、車道又は歩道の幅員の変更及び交通島又は中

央帯を設置すること。 

（通行制限） 

第５０条 工事担当課長は、道路の工事又は作業に着手しようとするときは、道路工

事等協議書により道路交通法第８０条の協議をするものとする。 

（契約不適合検査の実施） 

第５１条 契約担当者は、必要があると認めるときは、契約不適合責任期間内に検査

を行うものとする。 

附 則 

この要領は、昭和６０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２２年８月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２３年１月４日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２４年１月４日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 



附 則 

この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 

様式一覧 

 様式第１       単価契約工事施行伺い 

 様式第１の２     単価契約工事発注書 

 様式第１の３     指名業者選定調書 

 様式第２       指名競争入札について（通知） 

 様式第３       見積書の徴収について（通知） 

 様式第４       予定価格書 

 様式第５       入札執行調書 

 様式第６       契約書 

 様式第７       請書 

 様式第８       仲裁合意書 

 様式第９       監督員通知書 

 様式第１０      監督員変更通知書 

 様式第１１      削除 

 様式第１２      工程表 

 様式第１３      現場代理人等通知書 

 様式第１４      施工計画書 

 様式第１５      削除 

 様式第１６      使用材料一覧 

 様式第１７      契約期間延長請求書 



 様式第１８      契約期間変更協議書 

 様式第１９      契約期間変更承諾書 

 様式第２０      契約期間不変更承諾書 

 様式第２１      契約期間延長（短縮）協議書 

 様式第２２      変更契約書 

 様式第２３      変更請書 

 様式第２４      契約期間内未完了申出書 

 様式第２５      継続施工承諾書 

 様式第２６      工事下請負届 

 様式第２７      業務再委託承諾申出書 

 様式第２７（別紙１） 業務再委託先一覧 

 様式第２８      業務再委託承諾通知書 

 様式第２９      業務再委託非承諾通知書 

 様式第３０      契約解除通知書 

 様式第３１      請負契約解除通知書 

 様式第３２      契約解除精算通知書 

 様式第３３      工事譲渡（承継）承諾申出書 

 様式第３４      工事譲渡（承継）否認通知書 

 様式第３５      名称等変更届 

 様式第３６      部分使用協議書 

 様式第３７      部分使用同意書 

 様式第３８      部分使用通知書 

 様式第３９      部分引渡し協議書 

 様式第４０      部分引渡し承諾書 

 様式第４１      完了届 

 様式第４２      部分払請求書 

 様式第４３      請求書 

 様式第４４      工事台帳 

 

様式取扱い上の注意 

 本要領の様式は、建設工事を基本にして定めたものであるので、委託業務契約の場

合にあっては、各様式中「工事名、工事場所、契約金額、請負者」を「委託業務名、

委託業務場所、契約金額、受託者」等に適宜改めて使用すること。 



別表第１（第８条関係） 

基 準 表 

工 事 設 計 額 業 者 数 

    ５０万円未満  

５０万円以上   １００万円未満 

１００万円以上   ５００万円未満 

５００万円以上 １，０００万円未満 

１，０００万円以上 ５，０００万円未満 

５，０００万円以上     １億円未満 

１億円以上     ５億円未満 

５億円以上    １０億円未満 

１０億円以上    ２０億円未満 

２０億円以上 

３社以上  

４社以上 

５社以上 

６社以上 

７社以上 

１０社以上 

１２社以上 

１５社以上 

２０社以上 

２５社以上 

 


